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１ 当初予算（案）について
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●被保険者数:151,500人（前年度比 ▲900人 ▲０.6%）

⇒ 75歳未満の人口減少に伴い、被保険者数は減少。

●予算規模は803億7千万円で、令和７年度当初予算と比べ、18億6千万円(2.4%)増

⇒ 被保険者数は減少するも、診療報酬改定や子ども・子育て支援金制度の創設の影響等により、

保険給付費や納付金が伸び、予算規模は拡大。



１ 当初予算（案）について【歳入】
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●主な増減

・ 保険料:186.2億円
（対前年度比 +11.5億円 +6.6％）

⇒ 料金改定等の影響による。
【徴収率】

R8目標:現年分93.6% 滞納繰越分22.0% 全体83.4％

R7目標:現年分94.1% 滞納繰越分24.9% 全体83.5％

R6実績:現年分93.3% 滞納繰越分19.8% 全体82.8％

・県支出金:552.9億円
（対前年度比 ＋9.6億円 ＋1.8％）
⇒ 保険給付費の増に伴う県支出金の交付増等

・ 基金繰入金:０円
（対前年度比 △1.8億円 △100.0%）
⇒ 不足額を全て保険料改定により賄うため、

基金の取り崩しを行わない。



１ 当初予算（案）について【歳出】
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●主な増減

・ 保険給付費:546.1億円
（前年度比 ＋11.2億円 ＋2.1％）
⇒ 被保険者数は減少するものの、医療の高度化や診療報酬改

定の影響等により、一人当たり保険給付費が増加し、保険給

付費総額が増額

※一人当たり保険給付費

R7:349,915円 ⇒ R8:359,358円

（前年度比＋9,443円 ＋2.7％）

・ 納付金 :236.5億円
（前年度比 ＋6.7億円 ＋2.9%）

内訳:医療・後期・介護分 230.7億円

子ども・子育て支援金分 5.8億円（R８新設）

※一人当たり納付金:156,083円
前年度比 +5,278円 +3.4％

※保険給付費
医療費に対する保険者負担分。給付費に対しては県支出金が交付される。
（療養給付費、療養費、高額療養費、出産育児一時金 等）

※納付金
県内の保険給付費等の費用を賄うために、市から県に納めるもの。
子ども・子育て支援金分については、国が定める子育て支援策に充てられるもの。

【歳出】 （単位：億円）

R8（a） R7（b） 増減(a)-(b) 増減率

14.1 12.2 1.9 15.6%

546.1 534.9 11.2 2.1%

236.5 229.8 6.7 2.9%

5.4 5.8 ▲ 0.4 ▲6.9%

1.6 2.4 ▲ 0.8 ▲33.3%

803.7 785.1 18.6 2.4%計

区　　分

総務費（給与費、事務費等）

保険給付費

納  付  金

保健事業（特定健診等）

その他（還付金等）



２ 国民健康保険財政調整基金の残高推移について
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(参考) 令和６年度末の一人あたりの基金保有額
○千葉市:13,693円 （政令市:10位／16市 県内:35位／54市町村）
○政令市平均:16,396円 （*基金を設置している16市の平均）
○県内市町村平均:32,795円

※令和８年度の基金積立額には、令和７年度決算剰余金分等（見込）を含めていない。



３ 国保財政運営に係る取組みについて

安定的な国民健康保険の財政運営に資するよう、保険者として必要な歳入歳出に関する取り組みを
引き続き実施。

（１）歳入の確保
・口座振替の推進 ・・・ WEB口座振替サービスやペイジー口座振替サービス普及促進。
・ＳＭＳによる催告 ・・・ 滞納者に対し保険料納付に関する催告を実施。
・所得未申告者への所得申告勧奨 ・・・ 未申告者の所得を適正に把握し、低所得世帯に対して保険料

の軽減を適用し、納付可能な保険料を賦課。
・入管との連携による滞納対策強化 ・・・ 一定の要件を満たす外国人の滞納情報を入管における在留

審査に活用し、徴収率向上を推進。

（２）歳出（医療費）の抑制
・ジェネリック医薬品の推進 ・・・ 差額通知の発送や希望シールの配布、広報により活用促進。
・保健事業（特定健康診査等）の推進 ・・・ SMS・電話・LINEの活用などによる受診率の向上等。
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